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1 ．はじめに

2009年度の日本人の平均寿命は，女性が86.44歳，男性が79.59歳であった。これはこ

れまでの調査で最も長く，平均寿命は引き続き上昇傾向にある（注 1 ）。我が国のこうし

た傾向は喜ぶべきであるが，その一方，高齢者が幸せに暮らすことのできる社会システ

ムの構築という大きな課題も発生しており，その一つとして，高齢化社会の進行に伴う，

看護師や介護福祉士の人材不足が挙げられる。こうした状況の下，今回のEPAは，本

格的に看護・介護分野に外国人労働者を受け入れる初めてのケースとして，非常に注目

が集まっている。しかし，そのシステムについては，EPA開始以降も修正が必要とさ

れる部分が多く，今回の受け入れにおける日本側の唯一の調整機関である厚生労働省の

外郭団体「社団法人国際厚生事業団（JICWELS）」は，立川（2011）でも述べたとおり，

事業仕分け等においてEPA制度の見直しを迫られている。

EPAでは，2008年 8 月以降インドネシアやフィリピンから続々と候補者が来日して

いるが，入国後，彼らはすぐ 6 か月の研修を受け，それぞれの病院や介護施設で看護師，

介護福祉士候補者の立場で就労を開始している。病院や施設における業務では，日本語

運用の問題のほか，日本の文化や生活様式の理解も求められる。保健医療行動において

はその性質上，異文化理解やコミュニケーション能力が欠かせないが，こうしたことに

対する教育システムは，現在十分に機能していないのが実際である。

更に2010年 7 月現在，インドネシア，フィリピンの両国から，看護師と介護士を合わ

せて既に998名が来日しているが，その中途帰国が合計33名（インドネシア人15人（う

ち看護師12人），フィリピン人18人（同11人））に上っている。その原因については，前

述のような業務に伴う日本語，日本文化に関する教育の不徹底に加えて，国家試験の難

しさから，日本における将来の展望が見いだせずに就労をあきらめたことが大きいと考

えられる。

論　文

EPAをめぐる国内での日本語教育の現状
―インドネシア人看護師・介護福祉士候補者への教育と国家試験に向けた方策―

立川　和美



EPAをめぐる国内での日本語教育の現状102

社会学部論叢　第22巻第 1 号2011. 10〔43〕

外国人の医療・介護労働者については，このように問題が山積しているが，現場では

EPA受け入れに際して，様々な工夫を凝らした教育が展開されている他，日本語教育

専門家の間で，国家試験問題の日本語の分析と対策も進められている。

本稿では，以下，EPAを受けた日本国内におけるこれらの状況をまとめ，検証を行

うとともに，今後の課題を探っていきたい。

2 ．インドネシア人看護師・介護福祉士候補者に対する教育の実践

本章では，EPAにより来日した外国人労働者に対して2008年に実施された 6 ヶ月間

の研修を実施した 2 つの機関の報告をまとめておきたい。

2 ． 1 ．国際交流基金関西国際センター（JF）におけるインドネシア人介護福祉士候

補者研修プログラム

本節では，登里他（2010）をもとに，2008年度に行われたインドネシア人に対する専

門日本語研修の内容をとりあげる。

2008年 8 月にインドネシア人看護師候補者・介護福祉士候補者第一期生208名が来日

したが，国際交流基金関西国際センターでは，うち介護福祉士候補者56名（男性29名，

女性27名）に対する日本語研修を外務省より受託，担当した。

この研修は，2008年 8 月 7 日から2009年 1 月28日までの約半年間で，介護福祉士候補

者教育の目標は，外務省より以下のように規定された。

1 ．カリキュラム全体：�地域・施設において，生活・就労，および自己学習ができる基

礎的な日本語と社会文化能力を習得する。

2 ．日本語研修：�基本的な日本語を使った就労を可能にするレベルの日本語を身につけ

る。

3 ．日本社会文化理解：�生活者として，および介護福祉士候補者として必要な，日本社

会への理解，日本の生活習慣と職場適応能力を身につける。

ここから，この 6 か月の日本語研修では，生活していく上で基本的な日本語および日

本社会・日本文化の理解が求められており，スムーズな現場就労のスタートを目的とし

ていることが分かる。

次に研修参加者のプロフィールだが，今回のEPAの規定に基づき，介護福祉士候補

者は全員がインドネシアの看護師資格を持っていた。つまり，彼らは医療に関する専門

知識を有しているが，介護についての知識は持ち合わせていなかったことに注意が必要

である。看護と介護は直接的な対人業務を中心とするなどの共通点もあるが，異なる点
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も多く，介護に関する専門的知識については，彼らは日本の現場就労の中で習得してい

くことになる。

日本語学習歴については，「なし」が20人，「 3 か月以下」が27人，「 8 か月以下」が

9 人で，来日時の日本語能力が日本語能力試験 3 級程度と判定されたものは 3 名足らず

と，大部分が初級レベルであった。

更に今回は，同一国からの集団研修であるため，他国の学習者にふれて刺激を受ける

機会が少なく，一人一人の個人差をカバーしにくいなど，学習環境は必ずしも恵まれて

いるとはいえない。 6 ヶ月という短期間の研修後，すぐに現場就労を開始しなければな

らないことを考えると，本来，学習者の適性や学習経験，就労後の学習環境などを加味

したプログラムを用意し，少人数のきめ細かな指導が必要といえる。

さて，コースデザインの基本方針としては，初級前半段階から一般日本語科目（総合

日本語・漢字等）と並行して，順次専門日本語科目を開講すること，口頭能力育成に重

点を置き，「基礎会話」や「専門会話」の時間を十分にとること，行動志向型のコース

とすることなどが挙げられている。研修内容は大きく，「日本語授業・社会文化理解・

職場理解」の 3 つに大別され，そのうちの日本語授業は，「一般日本語科目」「専門日

本語科目」「自律支援学習」に分けられる。日本語学習で扱う語彙は介護の専門家によ

り抽出されたものとし，漢字は自主作成（ 6 か月で300文字）の教材が使用されており，

各科目の内容は，以下のとおりである。

・一般日本語科目：�『みんなの日本語』を用い，総合日本語と基礎会話発音，かな，漢

字などを扱い，できるだけ介護場面の語彙や表現を取り入れる。

・専門日本語科目：�基礎会話を 8 －10月に行い，10月半ばから介護施設で同僚や利用者

との間に交わされる基本的な会話の練習を行う「専門会話」と，介

護業務に必要な語彙を学ぶ「専門語彙」を，12月から引き継ぎ記録

や介護施設で使う漢字を学ぶ「専門漢字」を始める。

・自律支援学習：�研修終了後，候補者は各自，介護場面での日本語能力を伸ばしながら，

介護福祉士国家試験の合格を目指すが，日本語学校などで組織的な教

育を受けることは難しい。そこで，「自律的な継続学習」ができるよ

う，「チュートリアル」と「コンピュータによる日本語学習」を行う。

また，研修の最終口答試験では，一般的な話題を中心とするQ＆Aと，介護場面の

ロールプレイ（合計10分）が行われている。

このプログラム全体に対する学生の評価は，「日本語授業」の満足度が最も高く，

コースデザインが学習者の特性に沿い，学習意欲を高めるものであったことが裏付けら

れている。特に「専門語彙」については，「語彙を学ぶと専門会話の授業で役立つので，



EPAをめぐる国内での日本語教育の現状104

社会学部論叢　第22巻第 1 号2011. 10〔43〕

もっと勉強したい」，「専門会話」については「内容が実用的」，「仕事ですぐに役立つ」，

「授業時間をふやしてほしい」といった積極的な意見があり，学習者のモチベーション

の維持に大きく寄与したことが明らかである。しかしその一方，「日本語の基礎を固め

てから，あとで専門会話を学習した方が良い」，「総合日本語でまだ習っていない表現や

語彙が多くて，覚えられない」という意見も見られたとある。以上から，今後の課題と

して，登里他（2010）では，おおむね以下の点が示されている。

①�初級段階からの専門日本語科目導入は，研修終了直後から現場に対応できる日本語能

力養成のために必要不可欠で，モチベーションアップにもつながる点からも有意義で

ある。

②�専門日本語科目導入の際には，学習者の負担の点から，一般日本語とのバランスを考

慮する必要がある。

③�「専門会話」「専門語彙」「専門漢字」の 3 つの科目立ては妥当であったが，科目間で

のリンクや科目の開講時期を考慮すべきで，「専門語彙」は初級前半から，産出能力

が問われ比較的難易度の高い「専門会話」と「専門漢字」は初級後半からの導入が望

ましい。

④�社会文化理解を目的とする講義だけでなく，専門科目としての「日本事情」があって

もよい。

その他，日本人の生活・習慣・道徳心を学ぶプログラムの必要性についても指摘され

ている。学習者たちにとっては，生活者として日本で暮らす能力はもちろんだが，やは

り来日の第一の目的が就労にあることから，実際の業務に対する意識が強いことをふま

え，指導が行われるべきであろう。つまり，職場に行く前に準備すべきことに関心を

持っており，具体的には日本人の仕事の習慣などを学びたいというニーズがあるわけで

ある。そうした点で，職場に早く馴染めるよう，専門科目とリンクした内容の「異文化

理解」や「日本文化」に関する指導をもっと積極的にとり入れていく必要があると考え

られる。

2 ． 2 ．（財）海外技術者研修協会（AOTS）におけるインドネシア看護師・介護福祉

士候補者受け入れ研修プログラムについて

ここでは，羽沢他（2009）を参考に，2008年度に行われた海外技術者研修協会におけ

る研修内容についてまとめたい。

AOTSでは，2008年 8 月 8 日から，看護師は2009年 2 月12日まで，介護福祉士は2009

年 1 月27日までの期間，経済産業省担当分149名（看護104名，介護45名）の 6 か月研修

を， 5 地点（東京，横浜，中部，関西のAOTS研修センターおよび外部施設 1 施設）に
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て実施した。この研修の目標は，以下の 3 点とされている。

1 ．地域社会で生活できる最低限の社会文化および日本語運用能力の獲得。

2 ．職場で就労できる最低限の社会文化および日本語運用能力の獲得。

3 ．職場における自立的学習能力の獲得。

ここで示されている研修目標も，前節のJFにおけるものとおおむね同様であるとい

える。参加者については，ほぼ全員，来日前の日本語学習経験はなく， 6 か月研修の内

容は「日本語研修」と，日本での生活習慣を学習・体験・理解してもらうための「社会

文化適応研修」で構成されている。以下，AOTSにおける日本語研修の概略を，示して

おきたい。

日本語研修（675時間）は，10名から15名を 1 クラスとし，午前中 6 単位，午後 3 ～

4 単位で，「教室内学習（直接法）」と「教室外学習（外部日本人との自由会話）」とが

行われる。教材は，『新日本語の基礎Ⅰ・Ⅱ』，『新日本語の中級』，『専門日本語入門―

―看護・介護編』で，いずれも直販しているAOTSオリジナルの教科書である。日本語

のクラスはレベル別とし，各クラスは 3 － 7 名の講師によるチームによる授業が展開さ

れている。

社会文化適応研修（141時間）は，23名から30名を 1 クラスとし，講義・理解度テス

ト・演習・病院介護施設の見学・グループ討論・発表会などが行われている。この研修

では，「生活基礎力・日本社会理解・異文化コミュニケーション能力・自己管理力・就

労環境理解」を主眼に，研修が進められている。

繰り返しになるが，JF，AOTSの日本語研修の特徴は，いずれも基礎的な日本語や，

専門分野の入門的な日本語の学習で完結するものであり，国家試験対策は想定されてい

ない。これについては後に詳述するが，研修で扱われる基礎的日本語や現場就労を通し

て身につけた専門的語彙だけでは，国家試験の解答は困難なのである。すなわち，現場

の実務で必要な用語と試験に出題される用語は別物ということで，実はこれは外国人介

護士だけではなく，日本人介護福祉士受験者にとっても同様の問題とされている。その

ため，国家試験に対しては，それに特化した学習がどうしても必要である。EPAでは

国家資格の取得が必須とされながら，その対策はすべて候補者個人の責任下で行うとい

う体制が取られており，受け入れ側としての日本の対応は十分なものとは言いきれない。

その他AOTSでは，候補者が心身健康な状態で日本での生活や就労ができるように，

また心身の健康マネジメントを身につけてもらうため，様々な工夫を施したとされてい

る。こうした環境への適応は，短期間で現場に出される候補者たちにとって非常に有効

な取り組みだといえよう。JFの部分でも述べたように，候補者たちの精神面でのサポー

トを充実させることは，彼らのスムーズな就労や日本での生活に極めて重要なのではな
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いか。日本国内での研修プログラムの中でも，今後，こういった点には特に目を向けて

いく必要があるといえる。

3 ．EPAと国家試験対策―日本語教育の視点から―

インドネシアとフィリピンから来日した看護師候補生は，2010年末の時点で，すでに

2 回の国家試験を受験しているが，合格者は 3 名で合格率は 1 ％にすぎない。また，介

護福祉士候補生については，入国から 3 年後の 1 回限りの国家試験の受験が可能とされ

ている。

厚生労働省は2010年，看護師国家試験に使われる難解な専門用語を平易な言葉への言

い換えるなどの見直し方法について，有識者で審議をし，2011年に行われる国家試験に

反映させる方針を発表した。また，政府も2011年度中に実施すべき事項として，「看護

師・介護福祉士試験の在り方の見直し（コミュニケーション能力，母国語・英語での試

験実施等の検討を含む）」を掲げ，外国語による国家試験実施の可能性も示唆している。

こうした国家試験をめぐる問題も含め，日本語教育学会では，EPAにより来日した

労働者に対する日本語教育について検討し，指針を示すことを目的としたワーキンググ

ループが設けられた。ここでは，各地の施設・病院における日本語教育を支援するため

の教材の情報の提供や，具体的な指導法の紹介，また介護・看護現場の基本的知識を養

成する講習会の開催などが行われている。

本章では，2009年度日本語教育学会秋季大会におけるパネルディスカッション

「EPAによる外国人看護師，介護福祉士の受け入れと日本語教育―国家試験に関連した

動きと展望―」（遠藤織枝・石川陽子・奥田尚甲・三枝令子）をもとに，特に外国人労

働者が抱える国家試験の対策について考えてみたい。

外国人が日本語による国家試験に合格する難しさは，前述の通りだが，まずそうした

問題の中心について，遠藤氏は，専門分野の知識のずれのほかに「候補者たちの日本語

能力と国家試験との大きなギャップ」を指摘し，候補者たちの当面する日本語教育とし

て，以下の 3 点を挙げる。

1 ．病院・施設に配属される前の日本語教育：�日常生活を営むのに必要な日本語習得と，

介護・医療現場での簡単なコミュニケー

ション能力。

2 ．病院・施設配属後の日本語教育：�患者・利用者・医療関係者・介護従事者などとの

日常業務が遂行できる日本語能力養成。

3 ．候補者たちが看護師・介護福祉士の資格取得のための国家試験合格に向けての日本

語教育。
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そして特に 2 と 3 は，介護・看護現場の人々やその方面の教育専門家との協働なしに

は実践できない性格を持っているとし，さらに以下の点も必要だとする。

・この候補者たちを受け入れ支援している関係者への異文化理解の支援。

・�周囲の関係者たちが受け入れた候補者に対して行う日本語指導に際しての日本語教育

の基本的知識の指導。

このように，日本語教育専門家として，外国人看護師・介護福祉士候補者自身のみな

らず，彼らをとりまく人々への支援や指導にも力を注ぐ必要があるとしている点が注目

される。

次に，外国人看護師に求められる日本語能力について，石川氏は，ベトナム医療省

をカウンターパートとしているAHPネットワーク協同組合による日本における外国人

看護師の就労の実例を挙げ（注 3 ），看護師国家試験合格に必要な学習について，「自身の

持っている専門知識を日本語に置き換えて記憶していく」ことが最も重要であり，「体

系的で十分な学習時間が確保されれば外国人が日本の看護師国家試験に合格することは

不可能ではない」と見ている。そしてそのためには，「専門用語を理解するための効果

的なプログラムに加え，集中的に学習する時間を確保」することが必要だとする。

さらに，看護師国家試験の問題に用いられる日本語について，奥田氏は，「日本で系

統的な基礎看護教育を受けずに受験する外国人を対象に考えた場合」，大きく内容的側

面と言語的側面に問題点は分けられるとし，以下のように整理している。

・内容的側面

設問レベル　①日本の医療や社会保障制度・行政など法律に関する設問

　　　　　　②�日本の社会状況・実態に関する設問（例：人口動態や家族形態，職業

に関する意識）

　　　　　　③�日本の文化的状況を背景にする設問（例：生活習慣・様式，患者の家

族心理）

語彙レベル　①�設問レベルに関連してあらわれるもの（例：ナースセンター，ひじき）

　　　　　　②�現場とは異なる形で出現するもの（例：薬剤は，現場では商標名，試

験では作用名）

　　　　　　③病棟や診療科の専門性

・言語的側面

①　多義性と同義性の語彙の存在（例：入浴と沐浴）

②　連語の存在（例：顔をしかめる，首がすわる）

③　古語・位相差の存在（例：話し言葉や子ども言葉）
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④　読み（例：頭蓋「ずがい」ではなく「とうがい」）

⑤　速度（ 1 問を 1 分から 1 分30秒で回答する必要がある。）

さらに看護師国家試験の語彙について（注 4 ）は，おおむね以下のような分析結果を示

している。

・動詞語彙については， 2 級以下が延べ語数の80％以上であり，重要である。

・�多義語の出現状況については，延べ語数の95％以上が 2 級以下の語彙で，文脈に

よって身体変化や医療に関する専門的な語彙として使用される場合がある。また，

語彙の多様な意味が重要である。

・�専門語彙の観点から見た級外の語彙については，混種語の 6 割が外来語を含み，外

来語を含む語彙が級外名詞の約 2 割を占めるため，外来語理解に対する配慮が必要

である。

・�1 級語彙は実質語彙全体の 1 割程度を占めるにすぎず，数量的に限定されたものが

使用されている可能性がある。

その他，級外の多くは一般的に出現頻度が少ない語彙で占められているが，日常使用

される可能性の高い語も見受けられることや，三語以上の組み合わせ（例：母子分離入

院する）は，日本語教育と専門教育のどちらからも教えられず，偶然出会わなければ知

らない可能性が考えられるといったことが指摘されている。

以上から，奥田氏は，導入研修後の日本語教育について，ある程度細分化されたいく

つかのコースを設定するか，候補者の背景に対応可能なプログラムが組まれるか，もし

くはプログラムの標準化と同時にそのプログラムに合った人選を受け入れ段階で考慮す

る必要があると，結論付けている。

最後に，介護福祉士国家試験の分析を行った三枝氏は，介護福祉士国家試験の受験資

格や，実施形態，合格基準や問題形式に関する概要（注 5 ）を示した上で，その妥当性に

ついて，「言葉が難しくて設問が理解できない」ことは，「テストが測定しようとしてい

る能力を正しく表さない」とし，「現行の介護試験は，試験の作成技術面から見て決し

て良問とは言い難い」と判断している（注 6 ）。そして，「現行の国家試験に合格すること

と，現場で必要な日本語能力の担保とは別途議論されるべきものと考えられる」と提言

する。

また専門用語と専門知識の問題については，試験問題は 3 分野「法律・制度・定義・

歴史」，「医学」，「介護」に分けられ，「介護の実務経験があれば解答できる問題も多

い」としながらも，実務では用いない書き言葉や専門用語（例：「利用者の主訴」「端座

位」）が用いられ，外国人受験者にとっては大きな負担になると思われること，また「法
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律・制度・定義・歴史」は日本独自のものがほとんどであることから，系統だった知識

の学習が不可欠だと指摘する。

以上から，看護師・介護福祉士の国家試験に向けては，医療・福祉分野における試験

特有の専門日本語，及び日本の法制度や歴史に関する知識の習得，さらに試験スタイル

に対するトレーニング（時間の制約など）が必要であることがわかる。また，これらの

基盤として 2 級程度の日本語運用能力が求められるが，そうした日本語力育成を行うた

めのプログラム自体が現在模索中であるのは，問題であるといえよう。

4 ．おわりに

看護・介護では患者や高齢者の状態に常に気を配ることが必要とされるが，状態の悪

い患者や高齢者の会話は聞き取りにくく，日本語を母国語としない外国人には大きな障

壁となることが予想される。候補者に向けた研修において，まずは口頭能力重視の指

導が行われる理由は，こうした点にもあるといえる。研修終了直後の赴任先で口頭のコ

ミュニケーション活動が重要であることも言うまでもないが，その一方，施設内の表示

や介護記録などの読み書きも決して軽視できず，また日本人の手書き文字になれる必要

もある。本稿ではほとんど触れられなかったが，介護記録をめぐる「読み書き」につい

ては，ある程度職場で経験を積んだ段階で，必ず問題となる事項である。現場におけ

る介護記録は利用者の介護と並行して作成するため，「書く」作業自体にある程度のス

ピードが要求される。また，スタッフが内容を理解しやすいように配慮し，利用者の家

族に見せることも想定し，加えて正確に客観的に書くといった制約があるほか，省略表

現や助詞の省略なども多く，いわゆる一般的な書き言葉とは異なる点が多い。

更に赴任先の施設で候補者たちが実際に耳にする言葉は，方言や高齢者特有の昔の言

葉などが多く，研修で学んだ日本語との違いに戸惑うことも予想される。全国に散らば

る候補者を対象としている実際の研修の授業において，方言などの内容を盛り込むこと

は困難だが，実習先で各自が対応できるようなヒントを与えておくなど，何らかの準備

ができることが望ましい。

現在就労している候補者たちは，国家試験の合格を優先事項としているが，実際はか

なり困難な状況である。国家試験合格に向けての候補者の自主的な学習を，受け入れ施

設が支援し，特に看護師については，国際厚生事業団（JICWELS）がそれを側面支援

するということになっている。そのため，受け入れ施設は，JICWELSに対して国家試

験対策や日本語の継続学習に関する計画書の提出が義務付けられているが，計画書作成

の段階で，日本語教育の専門家の関与はほとんどないのが実情である（注 7 ）。

今後は，日本語教育の立場からの国家試験の日本語調査と同時に，その対策や研修に

ついて，総合的に考えていくべきであろう。研修については，看護・介護という専門性
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を踏まえ，日本語教育初級のなかで一般的な内容の中にどうそれらを盛り込んでいくの

か，全体の学習の流れや分量を調整し，体系的に学習システムを組み立てていくこと

が必要である。また，学習者が慣れない環境の中で学び，就労していくという点も考え，

その負担過多を避け，精神的な余裕を持てるような配慮も求められる。

公的な機関による取り組みはもとより，ボランティアや個々の関係者によってなされ

る私的な取り組みも活発化しつつある現在，これらを有機的に結び付けるような動きや，

学際的な研究が求められる。

注
（注 1 ）�女性は前年度比+0.39歳で世界第 1 位，男性は＋0.3歳で第 5 位であった。これは日本人

の 3 大死因である「がん，心臓病，脳卒中」の治療成績が上昇していることと深く関
わっていると言われる。

（注 2 ）�但し，両者は基本的に異なる職種で，法律上も看護師は保健師助産師看護師法に，介
護福祉士は社会福祉士および介護福祉士法により定められている。また，外国人によ
るこれらの職種の国内における就労についても，2010年春の入管法の改定までは，看
護師は 7 年以内の研修目的での就労が認められているだけで，介護を目的とした入
国・就労は認められていなかった。

（注 3 ）�AHPネットワーク協同組合は，1994年からベトナム人看護師養成支援事業を実施して
いる。候補生は17ヶ月間ハノイで日本語を中心に看護師学校養成所の入試科目を学び，
日本で 3 年間の看護基礎教育を受けた後，56名が看護師国家試験に合格し就労した。
出入国管理及び難民認定法では「研修」を目的とした看護業務への従事に関する基準
を「本邦において看護師の免許を受けた後 7 年以内」と定めていたため，この事業に
おいては永久的な在留資格を得ることができず，すでにそのほとんどが帰国している。

（注 4 ）�第91回から第96回までの看護師国家試験の実質語彙と，延べ語彙36000語を見出し語と
して，整理したものである。

（注 5 ）三枝氏による介護福祉士国家試験の概要は，以下のとおりである。
受験資格：次のいずれかに該当する者①介護の実務経験が 3 年以上ある者
　　　　　　　　　　　　　　　　　②高等学校等の福祉課や福祉コースを卒業した者
実施機関：財団法人社会福祉振興・試験センター
実施回数：年に一回　筆記試験（一次） 1 月下旬　実技試験（二次） 3 月上旬
筆記試験の内容：全120問　午前と午後合わせて210分
合格基準：

①　総得点が全体の60％以上
②　上を満たしたもののうち，下記の12科目群のすべてに得点があること。

1 社会福祉概論　 2 老人福祉論　 3 障害者福祉論・リハビリテーション論　 4 社会福
祉援助技術　 5 老人障害者の心理　 6 家政学概論・レクリエーション活動援助法　 7
医学一般・精神保健　 8 介護概論　 9 介護技術　10介護技術（事例問題）　11形態別
介護技術　12形態別介護技術（事例問題）
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合格率　約50％
問題形式の種類と数：選択式・組み合わせ式・空所補充＋組み合わせ式

（注 6 ）�さらに三枝氏は，介護・医学の分野においても，「分かりやすい用語を用いる努力は，
日本人にとっても意味のあることであり，同時に世界に開かれた日本の制度の構築に
もつながる」と指摘する。

（注 7 ）�神吉他（2009）によると，国家試験の対策にはまず漢字学習が必須だということで，
小学生向けの漢字ドリルを繰り返したり，日本語研修後の候補者の日本語レベルが「お
おむね小学校 3 年生程度である」という説明が流布したことで，小学校の国語の教科
書を用いて日本語学習を進めたりしているところも少なくなかったとの報告が行われ
ている。
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